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4 2023（令和5年）

国　税／�3月分源泉所得税の納付� 4月10日
国　税／�2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 5月1日
国　税／�8月決算法人の中間申告� 5月1日
国　税／�5月、8月、11月決算法人の消費税の中間

申告（年3回の場合）� 5月1日
地方税／�給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

� 4月17日
地方税／�固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付
� 市町村の条例で定める日（原則4月中）
地方税／�土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

� 4月1日〜4月20日
�または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／�軽自動車税の納付
� 市町村の条例で定める日（原則4月中）

労　務／�労働者死傷病報告（休業4日未満：1月〜3月分）
� 5月1日

　所有者不明土地の発生予防のため、相続又
は遺贈により土地の所有権を取得した相続人
が、一定要件を満たすことで土地を手放して
国庫に帰属できる制度。4月27日から施行され、
制度の利用に当たっては、審査手数料や土地
の性質に応じて算出した10年分の土地管理費
相当額の負担金の納付が必要です。

ワンポイント 相続土地国庫帰属制度

4 月 の 税 務 と 労 務4月 （卯月）APRIL

29日・昭和の日
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4 月号─2

　

ふ
る
さ
と
納
税
を
し
た
経
験
の
あ

る
方
は
た
く
さ
ん
い
る
と
思
い
ま
す
。

昨
年
末
も
駆
け
込
み
で
多
く
行
わ
れ

た
と
い
う
報
道
が
あ
り
、今
年
も
行
っ

た
方
が
い
る
で
し
ょ
う
。

　

一
方
、
返
礼
品
目
的
で
自
治
体
を

選
択
す
る
こ
と
に
気
を
使
い
、
税
務

に
つ
い
て
は
、
漠
然
と
恩
恵
が
あ
る

ぐ
ら
い
の
知
識
の
方
が
多
い
の
で
は

な
い
で
し
ょ
う
か
。

　

そ
こ
で
今
回
は
、
ふ
る
さ
と
納
税

の
概
要
と
利
用
状
況
、
手
続
き
、
税

務
上
の
取
扱
い
を
見
て
い
き
ま
す
。

１　

ふ
る
さ
と
納
税
の
概
要
と

　

利
用
状
況

⑴　

ふ
る
さ
と
納
税
と
は

　

多
く
の
人
は
ふ
る
さ
と
（
地
方
）

で
生
ま
れ
、
そ
の
自
治
体
か
ら
医
療

や
教
育
等
様
々
な
住
民
サ
ー
ビ
ス
を

受
け
て
育
ち
、
や
が
て
進
学
や
就
職

を
機
に
生
活
の
場
を
都
会
に
移
し
、

そ
こ
で
納
税
を
行
っ
て
い
ま
す
。
そ

の
結
果
、
都
会
の
自
治
体
は
税
収
を

得
ま
す
が
、
自
分
が
生
ま
れ
育
っ
た

故
郷
の
自
治
体
に
は
税
収
が
入
り
ま

せ
ん
。

　

そ
こ
で
、
今
は
都
会
に
住
ん
で
い

て
も
、
自
分
を
育
ん
で
く
れ
た
ふ
る

さ
と
に
、
自
分
の
意
思
で
、
い
く
ら

か
で
も
納
税
で
き
る
制
度
が
あ
っ
て

も
良
い
の
で
は
な
い
か
と
い
う
問
題

提
起
か
ら
始
ま
り
、
数
多
く
の
議
論

や
検
討
を
経
て
生
ま
れ
た
の
が
ふ
る

さ
と
納
税
制
度
で
す
。

　

こ
の
制
度
は
「
納
税
」
と
い
う
言

葉
が
つ
い
て
い
ま
す
が
、
実
際
に
は

都
道
府
県
、市
区
町
村
に
対
す
る「
寄

附
」
で
す
。
一
般
的
に
自
治
体
に
寄

附
を
し
た
場
合
に
は
、
確
定
申
告
を

行
う
こ
と
で
、
そ
の
寄
附
金
額
の
一

部
が
所
得
税
及
び
住
民
税
か
ら
控
除

さ
れ
ま
す
。
原
則
と
し
て
、
自
己
負

担
額
か
ら
２
０
０
０
円
を
除
い
た
全

額
が
控
除
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
各
自
治
体
は
寄
附
に
対
す

る
お
礼
と
し
て
、
返
礼
品
を
送
る
こ

と
と
し
て
い
ま
す
が
、
寄
附
を
し
て

も
ら
う
た
め
、
こ
の
返
礼
品
が
エ
ス

カ
レ
ー
ト
し
て
い
っ
た
現
実
が
あ
り

ま
し
た
。
現
在
は
、

①　

ふ
る
さ
と
納
税
の
募
集
を
適
正

に
実
施
す
る
こ
と

②　

返
礼
品
は
返
礼
割
合
３
割
以
下

と
す
る
こ
と

③　

返
礼
品
は
地
場
産
品
等
で
、
総

務
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
適
合
す

る
も
の
で
あ
る
こ
と

と
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑵　

自
治
体
の
選
択
と
手
続
き

　

ふ
る
さ
と
納
税
は
自
分
の
生
ま
れ

故
郷
に
限
ら
ず
、
ど
の
自
治
体
に
で

も
行
う
こ
と
が
で
き
る
の
で
、
そ
れ

ぞ
れ
の
自
治
体
が
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等

で
公
開
し
て
い
る
、
ふ
る
さ
と
納
税

に
対
す
る
考
え
方
や
、
集
ま
っ
た
寄

附
金
の
使
い
道
等
を
見
た
上
で
、
応

援
し
た
い
自
治
体
を
選
ぶ
こ
と
に
な

り
ま
す
。
特
に
寄
附
金
の
使
い
道
に

つ
い
て
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
を
行
っ

た
本
人
が
使
途
を
選
択
で
き
る
よ
う

に
な
っ
て
い
る
自
治
体
も
あ
り
ま
す
。

　

実
際
に
ふ
る
さ
と
納
税
を
行
う
際

の
手
続
き
に
つ
い
て
は
、
選
ん
だ
自

治
体
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
、
ふ
る
さ

と
納
税
サ
イ
ト
で
確
認
で
き
ま
す
。

⑶　

利
用
状
況

①　

令
和
３
年
度
（
令
和
３
年
４
月

１
日
〜
令
和
４
年
３
月
31
日
）
の

受
入
額
及
び
受
入
件
数

　
　

全
国
合
計
の
受
入
額
は
約

８
３
０
２
億
円
（
前
年
度
比
約

１
・
２
倍
）、
受
入
件
数
は
約

４
４
４
７
万
件
（
同
約
１
・
３
倍
）

と
な
っ
て
い
ま
す
。
受
入
額
の
上

位
３
位
は
、「
北
海
道
紋
別
市
」、

「
宮
崎
県
都
城
市
」、「
北
海
道
根

室
市
」の
順
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
　

海
産
物
、
畜
産
物
、
農
産
物
の

返
礼
品
を
目
的
と
し
た
寄
附
が
多

い
よ
う
に
思
わ
れ
ま
す
。

②　

令
和
４
年
度
課
税
（
令
和
３
年

１
月
１
日
〜
12
月
31
日
）
に
お
け

る
住
民
税
控
除
額
及
び
控
除
適
用

者
数

　
　

全
国
合
計
の
住
民
税
控
除
額
は

約
５
６
７
２
億
円
（
前
年
度
比
約

１
・
３
倍
）、
控
除
適
用
者
数
約

７
４
１
万
人
（
同
約
１
・
３
倍
）
と

な
っ
て
い
ま
す
。
住
民
税
の
う
ち
、

市
町
村
民
税
控
除
額
が
多
い
上
位

３
位
を
み
る
と
、「
神
奈
川
県
横

浜
市
」、「
愛
知
県
名
古
屋
市
」、「
大

阪
府
大
阪
市
」の
順
で
す
。

　
　

い
わ
ゆ
る
大
都
市
圏
の
市
区
町

村
の
納
税
者
が
、
多
く
寄
附
し
て

い
る
こ
と
が
う
か
が
え
ま
す
。

　
　

こ
の
よ
う
な
自
治
体
に
つ
い
て

ふ
る
さ
と
納
税

〜�

改
め
て
見
て
み
よ
う

制
度
と
税
務
上
の
取
扱
い
〜



3─4月号

は
、
税
収
が
減
る
と
い
う
問
題
も

生
じ
て
い
ま
す
。

２　

税
務
上
の
取
扱
い

⑴　

控
除
額
の
計
算

　

前
述
の
と
お
り
、
寄
附
額
の
う
ち

２
０
０
０
円
を
超
え
る
部
分
に
つ
い

て
、
所
得
税
と
住
民
税
か
ら
原
則
と

し
て
全
額
が
控
除
さ
れ
る
制
度
で

す
。
た
だ
し
、
一
定
の
上
限
は
あ
り

ま
す（
下
図
参
照「
総
務
省
資
料
」よ

り
）。

①　

所
得
税
か
ら
の
控
除

　
　
（
ふ
る
さ
と
納
税
の
額

−

２
０
０
０
円
）×
所
得
税
率

　
　

た
だ
し
、
控
除
対
象
と
な
る
ふ

る
さ
と
納
税
額
は
総
所
得
金
額
等

の
40
％
が
上
限
と
な
り
ま
す
。

②　

住
民
税
か
ら
の
控
除

　
　

住
民
税
か
ら
の
控
除
に
は
「
基

本
分
」と「
特
例
分
」が
あ
り
、
そ

れ
ぞ
れ
次
の
よ
う
に
計
算
さ
れ
ま

す
。

イ　

基
本
分

　

 

（
ふ
る
さ
と
納
税
の
額

−

２
０
０
０
円
）×
10
％

　
　

た
だ
し
、
控
除
対
象
と
な
る

ふ
る
さ
と
納
税
額
は
総
所
得
金

額
等
の
30
％
が
上
限
と
な
り
ま

す
。

ロ　

特
例
分

　
　
（
ふ
る
さ
と
納
税
の
額

−

２
０
０
０
円
）
×
（
１
０
０
％

−

10
％
（
基
本
分
）

−

所
得
税

率
）

　
　

た
だ
し
、
住
民
税
所
得
割
額

の
20
％
を
超
え
る
場
合
は
、
そ

の
金
額
の
20
％
と
な
り
ま
す
。

⑵　

申
告
手
続
き　

①　

原
則

　
　

寄
附
を
し
た
翌
年
の
３
月
15
日

ま
で
に
、
住
所
地
等
の
所
轄
の
税

務
署
へ
確
定
申
告
を
行
う
必
要
が

あ
り
ま
す
。
そ
の
際
に
は
、
寄
附

を
し
た
自
治
体
が
発
行
す
る
寄
附

の
証
明
書
・
受
領
書
や
、
専
用
振

込
用
紙
の
払
込
控
え
（
受
領
書
）

が
必
要
と
な
り
ま
す
。
確
定
申
告

を
行
う
と
、
前
述
の
「
控
除
額
の

計
算
」
に
よ
っ
て
所
得
税
と
住
民

税
の
控
除
額
が
そ
れ
ぞ
れ
決
ま
り
、

所
得
税
分
は
そ
の
年
の
所
得
税
か

ら
控
除
（
還
付
）
さ
れ
、
住
民
税

分
は
翌
年
度
の
住
民
税
か
ら
控
除

（
住
民
税
の
減
額
）さ
れ
ま
す
。

②　

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
制
度

　
　

確
定
申
告
の
不
要
な
給
与
所
得

者
等
が
ふ
る
さ
と
納
税
を
行
う
場

合
、
申
告
を
行
わ
な
く
て
も
控
除

を
受
け
ら
れ
る
「
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ

特
例
制
度
」が
あ
り
ま
す
。

　
　

特
例
の
申
請
に
は
、
ふ
る
さ
と

納
税
先
の
自
治
体
数
が
５
団
体
以

内
で
ふ
る
さ
と
納
税
を
行
う
際
に

各
自
治
体
に
特
例
の
適
用
に
関
す

る
申
請
書
を
提
出
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　
　

な
お
、
５
団
体
を
超
え
る
自
治

体
に
ふ
る
さ
と
納
税
を
行
っ
た
場

合
や
、
ふ
る
さ
と
納
税
の
有
無
に

か
か
わ
ら
ず
確
定
申
告
を
行
う
場

合
は
、
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
制
度

は
利
用
で
き
ず
、
確
定
申
告
を
行

う
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
ワ

ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
制
度
の
適
用
を

受
け
る
場
合
は
、
所
得
税
か
ら
の

控
除
は
で
き
ず
、
翌
年
度
の
住
民

税
の
減
額
の
み
と
な
り
ま
す
。

　
　

過
年
分
の
ふ
る
さ
と
納
税
に
つ

い
て
申
告
を
行
っ
て
い
な
か
っ
た

場
合
、
一
定
の
期
間
は
還
付
申
告

や
更
正
の
請
求
を
行
う
こ
と
が
で

き
ま
す
。
改
め
て
ご
確
認
く
だ
さ

い
。

【参考資料】
総務省

「�ふるさと納
税ポータル
サイト」

所得税からの控除：ふるさと納税を行った
　　　　　　　　　年の所得税から控除
　　　　　　　　　【所得税からの控除】

ふるさと納税
（寄附金） 控除額

自己負担額
2,000 円

所得税から
の控除

住民税からの控除：ふるさと納税を行った
　　　　　　　　　翌年度の住民税から控除
　　　　　　　【住民税からの控除（基本分）】
　　　　　　　　　　　　　＋
　　　　　　　【住民税からの控除（特例分）】

住民税から
の控除

所得税からの控除：ふるさと納税を行った
　　　　　　　　　年の所得税から控除
　　　　　　　　　【所得税からの控除】

ふるさと納税
（寄附金） 控除額

自己負担額
2,000 円

所得税から
の控除

住民税からの控除：ふるさと納税を行った
　　　　　　　　　翌年度の住民税から控除
　　　　　　　【住民税からの控除（基本分）】
　　　　　　　　　　　　　＋
　　　　　　　【住民税からの控除（特例分）】

住民税から
の控除



4 月号─4

　個人が納税地を異動又は変更した場合、
異動後及び変更後の納税地は、国税当局に
おいて、提出された確定申告書等に記載さ
れた内容等から把握可能であることから、
令和5年1月1日以後は、所得税・消費税
の納税地の異動に関する届出書及び所得
税・消費税の納税地の変更に関する届出書
の提出が不要とされました（令和4年度税
制改正）。
　このため、令和5年1月1日以後に納税
地の異動又は変更がある場合の手続は、異
動後又は変更後の納税地を所得税又は消費
税の申告書に記載することになります。
　なお、国税当局からの各種送付文書の送
付先の変更等手続を年の途中で行う場合に
は、「所得税・消費税の納税地の異動又は
変更に関する申出書」を提出することがで
きます。

KEY WORD  
納税地の異動等手続

　

創
業
記
念
で
支
給
す
る
記
念
品

は
、
次
に
掲
げ
る
要
件
を
す
べ
て
満

た
し
て
い
れ
ば
、
給
与
と
し
て
課
税

し
な
く
て
も
よ
い
こ
と
に
な
っ
て
い

ま
す
。

　

な
お
、
記
念
品
の
支
給
に
代
え
て

現
金
、
商
品
券
な
ど
を
支
給
す
る
場

合
に
は
、
そ
の
全
額
（
商
品
券
の
場

合
は
券
面
額
）
が
給
与
と
し
て
課
税

さ
れ
ま
す
。
ま
た
、
本
人
が
自
由
に

記
念
品
を
選
択
で
き
る
場
合
に
も
、

そ
の
記
念
品
の
価
額
が
給
与
と
し
て

課
税
さ
れ
ま
す
。

⑴　

支
給
す
る
記
念
品
が
社
会
一
般

的
に
見
て
記
念
品
と
し
て
ふ
さ
わ

し
い
も
の
で
あ
る
こ
と

⑵　

記
念
品
の
処
分
見
込
価
額
に
よ

る
評
価
額
が
１
万
円
（
消
費
税
お

よ
び
地
方
消
費
税
の
額
を
除
き
ま

す
。）以
下
で
あ
る
こ
と

⑶　

創
業
記
念
の
よ
う
に
一
定
期
間

ご
と
に
行
う
行
事
で
支
給
を
す
る

も
の
は
、
概
ね
５
年
以
上
の
間
隔

で
支
給
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
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■□□□□
　明治後期から戦後の昭和25年ごろ
まで、毎年多くの命を奪った結核療養
のための公立の療養所設置が進められ
る中、特に療養所が集中していた地域
は次のうちどこでしょう。
①大阪府豊中市　②神奈川県横浜市
③東京都清瀬市

【解説】��
　日本において、結核はかつて「亡国病」
と呼ばれるほどに罹患者が多く恐れられた
病です。明治後期から戦後の昭和25
（1950）年頃まで、毎年10万人以上が結
核により死亡していました。新鮮な空気・
栄養・安静を旨とするサナトリウム（結核
療養所）は、明治20年代にドイツ人医師E・
V・ベルツによって日本に導入されましたが、
当初はいずれも私立で入院料が高く、富裕

層しか入院することはできませんでした。
そこで大正期には、庶民の結核患者を収容
するために公立の療養所設置が進められま
す。その中でも療養所が集中していたのが、
清瀬村（現・東京都清瀬市）です。昭和6
（1931）年に東京府立清瀬病院が建設され
たことを皮切りに、周辺の雑木林に次々と
結核療養施設が増設され、清瀬村は全国有
数の一大療養地となりました。
　昭和12（1937）年8月、東京府税制委員
会は昭和5（1930）年に廃止した「観覧税」
を復活させ、その税収分を清瀬村の結核療
養所増設に充当する方針を打ち出しますが
実現には至りませんでした。この年の東京
府における結核療養所建築工事費の予算は
58万円でしたが、8月の追加予算書で66
万5,950円に更正されており、その増額分
は全て清瀬病院の建築費に起因するもので
公債や借入で賄われました。

� ��正解は、③東京都清瀬市でした。
（出典：税務大学校税務情報センター）
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